
一般社団法人日本接着歯学会 研究倫理審査に係る取扱い内規  

  

（趣 旨）  

 歯科医学の研究者は，十分な自覚をもって研究に臨むべきであり，複雑に分化した現代の歯科医

学研究は社会的な合意が得られる必要がある．よって一般社団法人日本接着歯学会（以下，本会）

は，研究倫理審査委員会等を持たない医療施設及び研究機関で本会会員が主導する臨床，疫学研

究に対し倫理的配慮を図るため，ヘルシンキ宣言に示されている医の倫理の基本的理念に基づい

て研究倫理審査に係る取扱い内規（以下，内規）を定める．  

  

（目 的）  

第１条 この内規は，本会会員が行う，人を直接対象とした臨床，疫学研究において，ヘルシンキ

宣言及び国の定める倫理指針の趣旨に沿った倫理的配慮を図ることを目的とする．  

  

（設 置）  

第２条 前条の目的を達成するため，本会に研究倫理審査委員会（以下，委員会）を置く．  

  

（組 織）  

第３条 委員会の組織について，以下のように定める．  

 

（１）本会副理事長 １名   

（２）本会理事 １名以上   

（３）倫理，法律を含む人文社会科学の有識者（非会員）１名以上   

（４）一般の立場を代表する外部の者（本会非会員）１名   

（５）その他本会理事長（以下，理事長）が必要と認めた者（本会会員）若干名   

２ 委員会の委員は，男女両性により構成する．  

３ 委員及び幹事は，理事長が委嘱する．  

４ 委員の任期は当該審議を終了したときをもって解任されるものとする．ただし再任は妨げない．

委員に欠員が生じた場合は，これを補充するものとし，その任期は，前任者の残任期間とする．  

５ 委員会に委員長を置き，委員の互選により定める．  

６ 委員長に事故のあるときは，委員長があらかじめ指名した委員がその職務を代行する．  

７ 委員会が必要と認めたときは，当該専門の事項に関する学識経験者に意見を聞くことができる．  

８ 委嘱された学識経験者は，審査の判定に加わることはできない．  

  

 （運 営）  

第４条 委員会の運営にあたっては，以下のように定める．  

 

（１）委員長は委員会を招集し，その議長となる．   

（２）委員会は委員の３分の２以上が出席し，かつ本会会員以外の委員が少なくとも１名出席し

なければ開催できないものとする．  

（３）審議の結論は，原則として出席委員全員の合意を必要とする．  

（４）審議経過及び内容は，記録として保存する．  

  

（審 査）  

第５条 本会会員が医学倫理上の判断を必要とする研究を行おうとするときは，理事長に研究計画

の審査を申請するものとする．理事長は，申請を受理したときは，速やかに委員会に審査

を付託するものとする．  

 



 （審査内容）  

第６条 委員会は前条の付託があったときは，速やかに審査を開始するものとし，特に次の各号に

掲げる観点に留意して，審査を行うものとする．  

 

（１）研究の対象となる個人（以下「個人」という．）の人権及び情報の擁護   

（２）個人に理解を求め同意を得る方法   

（３）研究によって生ずる個人への不利益ならびに危険性に対する予測  

  

（判 定）  

第７条 審査の判定は，次の各号に掲げるものとする．  

 

（１）非該当   

（２）承認   

（３）条件付き承認   

（４）変更の勧告   

（５）不承認  

  

（再審査の請求）  

第８条 申請者は，審査の結果に異議があるときは，理事長に対して再審査を求めることができる．  

 

  

（情報公開）  

第９条 委員会における情報の公開等について，以下のように定める．  

 

（１）委員会の議事録，委員名簿等は，公開を原則とする．  

（２）個人のプライバシーや研究の独自性，知的財産権等を保持するため，委員会が必要と認め

たときは，これを非公開とすることができる．  

   

（守秘義務）  

第１０条 委員及び委員であった者は，正当な理由がある場合でなければ，その任務に関して知り

得た秘密を，他に漏らしてはならない．  

  

（申請手続き）  

第１１条 倫理審査の申請手続きに関し，以下のように定める．  

 

（１）委員会での審議を希望する者は，所定の倫理審査申請書に必要事項を記載し，理事長に提

出しなければならない．  

（２）理事長は申請事項を委員会に諮問し，委員会は審議を行う．  

（３）委員長は，審議の結果を理事長に答申する．  

（４）理事長は，答申を受けた内容を理事会の議を経て，その判定を所定の審査結果通知書によ

り，申請者に通知する．  

（５）前項の通知をするにあたって，条件付き承認，変更の勧告あるいは不承認のいずれかであ

る場合には，その条件又は変更内容，不承認の理由等を記載しなければならない．  

  

（補 則）  

第１２条 申請者は委員会に出席し，申請内容を説明するとともに，意見を述べることができる．  

第１３条 この内規に定めるもののほか，この内規の実施に当たって必要な事項は，委員会が別に

定める．  



  

（改 廃）  

第１４条 この内規の改廃は，規程検討委員会にて協議のうえ，理事会の承認を得なければならな

い．  

  

附 則  

 この内規は，平成28年10月19日から施行する．  

  


